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１．はじめに 

シールド工法は都市部におけるトンネル建設の代表的な工法であり，基本的に不良地盤が対象であることか

ら，その断面形状はセグメントに発生する応力度の観点から最も有利な円形とされる場合がほとんどである． 

しかしながら，道路トンネルを対象とした場合には建築限界が横長な形状となるため，円形断面では掘削断

面内の不要な部分の比率が大きくなり不経済となる． 

また，最近シールド工法が都市部山岳工法とシールド工

法の境界領域，すなわち比較的硬質な地盤において適用さ

れる事例が見られつつある．このような地盤の場合には作

用土圧が小さくなるとともに地盤ばね定数が大きくなる

ためセグメントに発生する応力度が小さくなり，扁平断面

形状のセグメントが現実的な部材サイズで構造的に成立

する可能性が高くなる． 
本文は，このような状況をふまえ比較的硬質な地盤を対

象とした扁平型断面シールド工法開発の一環として，セグ

メント応力度の観点から合理的な断面形状について検討し

た結果を報告するものである． 

２．前提条件の設定と検討内容 

トンネル断面は，第 1種第 3級の 2車線道路トンネルの

建築限界を基本とする 3つの外接円（アーチ，側壁部，イ

ンバート）で構成される形状とした． 

表-1に各外接円の定義を示す．側壁部外接円は 3つの外

接円のうち曲率半径が最も小さく応力が集中すると考えら

れること，また道路トンネルの建築限界と 2点で接するこ

とから断面形状を特徴付ける円と位置付け，この円の曲率

半径 R を断面形状のパラメータとしてセグメント応力度と

の関係を検証した． 

R=3,000mm の場合の断面形状を図-1 に示す．この場合の

断面積は，同等の道路トンネルの建築限界を満足する円形

断面の約 85％となっている． 

なお，本報告では矩形や楕円形断面等のセグメントの応

力軽減方法として知られている内部補強材の適用効果につ

いても併せて検討した．内部補強材は，図-1に示すように

引張抵抗部材として路盤下部レベルに水平方向に配置する

ものとした． 
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外接円 設 定 条 件 

アーチ 縦流換気方式を基本として換気用ｼﾞｪｯﾄﾌｧﾝの

設置余裕代を考慮し、側壁部と接する円 

側壁部 非常用設備空間と側溝底部に接し､外接円の 

ｱｰﾁ及びｲﾝﾊﾞｰﾄと接する円(曲率半径 R=1,500、

2,000、2,500、3,000、3,500mm の 5 ケース)

ｲﾝﾊﾞｰﾄ 側壁部と接する曲率半径 R=10,000mm の円 

表-1 外接円の定義 

項 目 設定値 

土被り 1D（D:トンネル幅） 

地下水位 20m 

地盤反力係数 100MN/m3 

側方土圧係数 0.4 

土水の扱い 土水分離 

地山の水中重量 10KN/m3 

内部補強材 H-250、750mm ピッチ 

セグメント厚さ 450mm 

表-2 解析条件 

図-1 側壁部の曲率半径 R=3000 の断面形状の例
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３．計算条件 
計算条件は，都市部山岳工法とシールド工法の両者が適

用される洪積層や新第三紀の地盤を念頭において，一軸圧

縮強度qu＝1.0N/mm2相当の比較的硬質な地盤を想定して設

定した．表-2に設定した条件を示す．計算手法は慣用計算

法とした．また，内部補強材はトラス要素として所定の位

置に配置した． 

４．計算結果 

R=3,000mm の場合のセグメント変位，軸力，せん断力，

曲げモーメントの各分布を図-2に，R=3,000mm において内

部補強材を考慮した場合の結果を図-3に示す． 

図-2より，インバート中央部では側壁部の水平方向の膨

らみにともない大きな浮き上がり（鉛直方向 24.9mm）が発

生しており，曲げモーメントも側壁部とともに大きくなっ

ていることがわかる．このことから断面形状がセグメント

応力度におよぼす影響は，側壁部とインバート中央部の縁

応力度を用いて比較するものとした．図-4に Rの変化にと

もなうセグメント縁応力の変化を示す． 

（1）断面形状の変化とセグメント応力度（内部補強材が

ない場合） 

①側壁部の縁応力度はRが大きくなるとともに減少する傾

向を示し，インバートの縁応力度は Rの大きさに関わらず

ほぼ一定となった． 

②R=3,000mmで側壁部とインバートの縁応力度が逆転した． 

（2）内部補強材の効果 

①インバート浮き上がり量は，補強材を設置しない場合の

約 60％に減少した． 

②側壁部の縁応力度は，補強材を設置しない場合の約55％

～65％に減少した． 

③インバートの縁応力度は，補強材を設置しない場合の約

70％に減少し，減少率は Rによらずほぼ一定であった． 

５．おわりに 

内部補強材を設置しない場合には R の増加にともない

側壁部の縁応力度が低減し，R=3,000mm でインバートの縁

応力度と同等となることから，R=3,000mm が応力度の面か

らバランスの良い形状であると判断できる．また，内部補強材を設置した場合には側壁部，インバートとも縁

応力度がかなり低減され，断面形状の設定に関して応力度の面から制約が少なくなることが確認できた． 

本文は剛性一様の慣用計算法を用いた概略計算についての報告であり，今後より詳細な構造検討を行う必要

があるが，今回の検討をふまえ，R=3,000mm として設定される断面形状，内部補強材の設置を基本として詳細

検討を実施していく予定である． 

最後に，本開発は，首都大学東京 都市環境学部 西村和夫教授にご指導を賜り，ここに深く感謝の意を表

します． 

図-4 側壁部曲率半径と覆工縁応力度 

図-2 側壁部曲率 R=3000 の断面力図 
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図-3 側壁部曲率 R=3000 の断面力図 
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